
新潟市大規模建設事業評価制度の概要 

 

１ 目的  
 

本市が実施する大規模建設事業の効率化・透明性の一層の向上を図るため、対象となる大規模建設

事業について事前評価、再評価及び事後評価（以下「評価」という。）を行う。 

 

２ 評価の種類・定義  

 (１) 事前評価 

    新たに事業着手のための予算を要望する事業について、事業の必要性や効果等の視点から事業

実施の妥当性を判断するために行う評価 

 (２) 再評価 

事業計画（基本構想・基本計画）策定後一定期間が経過した後も未着手である事業、事業着手

後一定期間が経過した時点で継続中の事業等について、事業の必要性や効果等の視点から事業

継続の是非を判断するために行う評価 

 (３) 事後評価 

    事業完了後一定期間を経過した事業について、事業完了後の事業効果、環境への影響等の確認

を行い、必要に応じて適切な改善措置を検討するとともに、事後評価の結果を同種事業の計

画・調査のあり方や事業評価手法の見直し等に反映させるために行う評価 

 

３ 評価対象事業  

 (１) 国庫補助事業等 

    農林水産省・国土交通省が所管する国庫補助事業のうち、国の定めた公共事業の評価実施要領

等により評価が必要とされる事業 

 (２) 社会資本総合整備計画事業 

    国土交通省所管の社会資本整備総合交付金要綱により評価が必要とされる事業 

(３) 新潟市独自基準に該当する事業 

   ア 事前評価 

市が実施主体となって新たに着手しようとする事業で次の各号に適合する事業。 

ただし、維持・修繕・その他の管理に係る事業、災害復旧に係る事業、及び事業の必要性に

ついて他の第三者委員会で意見を求めたものを除く。 

(1) 総事業費１０億円以上の事業で、概ね事業計画が定まり予算化しようとする事業。 

  ただし、次号の規定により事前評価を実施した社会資本総合整備計画の基幹事業、関連社

会資本整備事業又は効果促進事業を除く。 

(2) 社会資本総合整備計画を作成し、国土交通大臣へ提出するもの 

      この場合において評価は、国土交通大臣へ提出する前に評価を行うものとする。 

   イ 再評価 

     市が実施主体となって実施する総事業費１０億円以上の建設事業及び事前評価を実施した事

業で次の各号に適合する事業。 

ただし、再評価実施年度において事業完了が確実な事業、維持・修繕・その他の管理に係る

事業、災害復旧に係る事業、及び事業の必要性について他の第三者委員会で意見を求めたもの

を除く。 



(1) 事業計画（基本構想・基本計画）策定後、５年経過後も事業着手されていない事業 

(2) 事業着手後、５年を経過し継続中の事業（下水道事業及び社会資本総合整備計画の要素事

業は除く。） 

なお、事業着手とは、都市計画事業における事業認可、建物建設における基本設計・用地

取得（先行取得は除く）などをいう。 

(3) 再評価で継続とされた事業で再評価後５年経過する事業（下水道事業及び社会資本総合整

備計画の要素事業は除く。） 

(4) 事業を取り巻く社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の必要が生じた事業 

(5) 社会資本総合整備計画の要素事業のうち、計画期間内に完了しない、市民に特に影響があ

る事業として、新潟市大規模建設事業評価監視委員会（以下、「監視委員会」という。）が評

価を求めたもの 

   ウ 事後評価 

市が実施主体となって実施した総事業費１０億円以上の建設事業及び事前評価を実施した事

業で次の各号に適合する事業。 

ただし、維持・修繕・その他の管理に係る事業、災害復旧に係る事業、及び事業の必要性に

ついて他の第三者委員会で意見を求めたものを除く。 

 (1) 事業完了後一定期間を経過した事業で、監視委員会が事後評価を行う必要があると判断

した事業 

(2) 事後評価の結果、再度事後評価を行うこととした事業 

なお、一定期間とは、事業の特性を踏まえ５年以内とする。 

また、事業完了とは、街路事業や道路事業で事業採択を行った区間又は箇所が全線供用を開

始した時点、建物建設における事業単位に含まれる施設が全て完成した時点などをいう。 

 

４ 評価実施手順  

 ① 事業所管部局は、評価調書、今後の対応方針（案）を作成する。 

 ② 新潟市大規模建設事業評価監視委員会において、外部有識者より意見を聴取する。 

 ③ 市長は、監視委員会の意見を踏まえ、評価調書と今後の方針を決定する。 

 ④ 評価調書、今後の方針を市ホームページで公表する。 

 ⑤ 評価結果を新潟市が実施する他の大規模建設事業へ活用する。 

 

５ 新潟市大規模建設事業評価監視委員会  

 委員名簿 （令和２年度） 
 

氏名（敬称略） 役職名等 

小 田  敏 博 財団法人 新潟経済社会リサーチセンター 理事事務局長 

菊 野  麻 子 
特定非営利活動法人 ワーキング・ウィメンズ・アソシエーション

副理事長 

紅 露  一 寛 国立大学法人 新潟大学工学部 教授 

椎 谷  照 美 特定非営利活動法人 ヒューマン・エイド２２ 代表 

鷲 見  英 司 新潟大学経済科学部 准教授  

  

 


